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第１次勧告
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251条項の見
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一括法案等
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法令移譲と改定基本方針の関係
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「地域の自主性及び自立性を
高めるための改革の推進を図
るための関係法律の整備に関
する法律案」
[H23.8.30公布]

国の地方分権改革推進委
員会による勧告
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区分②

法令移譲が見送られた事務

区分③
①・②に関連する法令・条
例等の事務

改定基本方針の移譲対象事務

第1次勧告関係事務

【改定基本方針の概要】

第１次勧告で示された事務を、市と町を区別せず、
原則として希望する市町に移譲

移譲する法令、時期についての実施計画を策定
（計画期間H24～H28）

課題を解決するための県・市町担当者間の会議の
設置

市町に対する支援の実施
・人的支援（人事交流、広域連携の活用支援等）
・財政支援（市町村総合交付金）
・その他の支援（移譲前の説明会の実施や、移譲
後の助言、研修、情報共有等）

※改定基本方針では、第1次勧告との関係から、
移譲対象事務を４つの類型に区分
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